
 

 

健康福祉委員会資料 

（健康福祉局関係） 

 

１ 令和５年第１回定例会提出予定議案の説明 

(6) 議案第９号 川崎市特別養護老人ホーム及び養護老人ホーム条例の一

部を改正する条例の制定について 

 

資料１ 議案第９号 川崎市特別養護老人ホーム及び養護老人ホーム条例の

一部を改正する条例の制定について 

 

資料２ 新旧対照表 

 

 

 

令和５年２月８日 

健康福祉局 
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議案第９号  川崎市特別養護老人ホーム及び養護老人ホーム

条例の一部を改正する条例の制定について 

 

１ 条例の主な改正内容 

（１）次の特別養護老人ホームを廃止するもの 

名 称 
特別養護老人ホーム陽だまりの

園 

特別養護老人ホームしゅくがわら 

位 置 高津区諏訪２丁目１０番１５号 多摩区宿河原６丁目２０番１９号 

構造・規模 鉄筋コンクリート造地上３階建 鉄筋コンクリート造地上３階建 

延べ床面積 ３，２７９．８４㎡ ３，１８４．０５㎡ 

開 設 平成１２年４月 平成１４年５月 

定 員 
（入所及び養護事業）５０名 

（老人短期入所事業）１０名 

（入所及び養護事業）６８名 

（老人短期入所事業）空床利用 

移管先運営法人 社会福祉法人照陽会 社会福祉法人経山会 

廃止（予定） 令和６年４月１日 令和６年４月１日 

（２）条例の題名を「川崎市養護老人ホーム条例」とするもの 

（３）特別養護老人ホームに係る規定を削除するもの 

 

２ 施行期日 

 令和６年４月１日 
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資料１



 

川崎市特別養護老人ホーム及び養護老人ホーム条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 

改正後 改正前 

○川崎市養護老人ホーム条例 ○川崎市特別養護老人ホーム及び養護老人ホーム条例 

平成５年３月26日条例第14号 平成５年３月26日条例第14号

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、養護老人ホームの設置及び管理について必要な事項を

定めるものとする。 

第１条 この条例は、特別養護老人ホーム及び養護老人ホームの設置及び管

理について必要な事項を定めるものとする。 

（設置等） （設置等） 

第２条 老人福祉法（昭和38年法律第133号）第15条第１項の規定により養護

老人ホームを設置する。 

第２条 老人福祉法（昭和38年法律第133号）第15条第１項の規定により特別

養護老人ホーム及び養護老人ホーム（以下「老人ホーム」という。）を設

置する。 

２ 養護老人ホームの名称及び位置は、次のとおりとする。 ２ 老人ホームの名称及び位置は、次のとおりとする。 

 （削除） 名称 位置   区分 名称 位置  

 （削除）     特別養護老人ホー

ム 
川崎市特別養護老

人ホーム陽だまり

の園 

川崎市高津区諏訪２丁目10番

15号 

 

     川崎市特別養護老

人ホームしゅくが

わら 

川崎市多摩区宿河原６丁目20

番19号 

 

 （削除） 川崎市恵楽園 川崎市高津区下作延２丁目26

番１号 

  養護老人ホーム 川崎市恵楽園 川崎市高津区下作延２丁目26

番１号 

 

（事業） （事業） 

（削除） 第３条 特別養護老人ホームは、おおむね次の事業を行う。 

 (１) 老人福祉法の規定による老人デイサービス事業（介護保険法（平成

９年法律第123号）の規定による認知症対応型通所介護及び介護予防認知

症対応型通所介護に係るものにあっては、川崎市特別養護老人ホーム陽

だまりの園（以下「陽だまりの園」という。）に限る。）に関すること。

 (２) 老人福祉法の規定による老人短期入所事業に関すること。 
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資料２



 

改正後 改正前 

 (３) 老人福祉法第11条第１項第２号の措置に係る者又は介護保険法の規

定による介護福祉施設サービスに係る施設介護サービス費の支給に係る

者の入所及び養護に関すること。 

 (４) 地域の老人の福祉に関する各般の問題につき、老人、その者を現に

養護する者、地域住民その他の者からの相談に応じ、必要な助言を行う

こと。 

 (５) 主として居宅において介護を受ける老人及びその者を現に養護する

者に対する老人福祉法第20条の７の２第１項に規定する援助に関するこ

と。 

 (６) 介護保険法の規定による居宅介護支援の提供に関すること。 

第３条 養護老人ホームは、おおむね次の事業を行う。 ２ 養護老人ホームは、おおむね次の事業を行う。 

(１) 老人福祉法の規定による老人デイサービス事業（介護保険法（平成

９年法律第123号）の規定による認知症対応型通所介護及び介護予防認知

症対応型通所介護に係るものを除く。）に関すること。 

(１) 老人福祉法の規定による老人デイサービス事業（介護保険法の規定

による認知症対応型通所介護及び介護予防認知症対応型通所介護に係る

ものを除く。）に関すること。 

(２) 老人福祉法第11条第１項第１号の措置に係る者の入所及び養護に関

すること。 

(２) 老人福祉法第11条第１項第１号の措置に係る者の入所及び養護に関

すること。 

(３) 介護保険法の規定による居宅介護支援の提供に関すること。 (３) 介護保険法の規定による居宅介護支援の提供に関すること。 

（指定管理者） （指定管理者） 

第４条 市長は、法人であって次の要件を満たすものとしてその指定するも

の（以下「指定管理者」という。）に養護老人ホームの管理を行わせる。 

第４条 市長は、法人であって次の要件を満たすものとしてその指定するも

の（以下「指定管理者」という。）に老人ホームの管理を行わせる。 

(１) 養護老人ホームの管理を行うに当たり、利用者の平等な利用が確保

できること。 

(１) 老人ホームの管理を行うに当たり、利用者の平等な利用が確保でき

ること。 

(２) 事業計画書の内容が、養護老人ホームの効用を最大限に発揮すると

ともに管理経費の縮減が図られるものであること。 

(２) 事業計画書の内容が、老人ホームの効用を最大限に発揮するととも

に管理経費の縮減が図られるものであること。 

(３) 事業計画書の内容に沿った養護老人ホームの管理を安定して行う能

力を有すること。 

(３) 事業計画書の内容に沿った老人ホームの管理を安定して行う能力を

有すること。 

２ 前項の指定を受けようとする者は、事業計画書その他市長が必要と認め

る書類を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の指定を受けようとする者は、事業計画書その他市長が必要と認め

る書類を市長に提出しなければならない。 
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改正後 改正前 

３ 市長は、第１項の指定をしたときは、その旨を告示する。 ３ 市長は、第１項の指定をしたときは、その旨を告示する。 

（指定管理者が行う管理の基準） （指定管理者が行う管理の基準） 

第５条 指定管理者は、この条例及びこれに基づく規則の規定に従い、養護

老人ホームの管理を行わなければならない。 

第５条 指定管理者は、この条例及びこれに基づく規則の規定に従い、老人

ホームの管理を行わなければならない。 

（指定管理者が行う業務の範囲） （指定管理者が行う業務の範囲） 

第６条 指定管理者は、養護老人ホームの管理のために必要な業務を行わな

ければならない。 

第６条 指定管理者は、老人ホームの管理のために必要な業務を行わなけれ

ばならない。 

（利用料金） （利用料金） 

（削除） 第７条 特別養護老人ホームにおいて介護保険法の規定による通所介護、短

期入所生活介護、認知症対応型通所介護（陽だまりの園に限る。）、居宅

介護支援、介護福祉施設サービス、介護予防通所介護、介護予防短期入所

生活介護又は介護予防認知症対応型通所介護（陽だまりの園に限る。）を

受けた者は、指定管理者に対し、利用に係る料金（以下「利用料金」とい

う。）を支払わなければならない。 

第７条 養護老人ホームにおいて介護保険法の規定による通所介護若しくは

居宅介護支援を受けた者又は第１号通所事業を利用した者は、指定管理者

に対し、利用に係る料金（以下「利用料金」という。）を支払わなければ

ならない。 

２ 養護老人ホームにおいて介護保険法の規定による通所介護、居宅介護支

援又は介護予防通所介護を受けた者は、指定管理者に対し、利用料金を支

払わなければならない。 

２ 利用料金の額は、次に掲げる額を合算した額とする。 ３ 利用料金の額は、次に掲げる額を合算した額とする。 

(１)  介護保険法第41条第４項第１号及び第46条第２項に規定する厚生

労働大臣が定める基準により算定した額 

(１) 介護保険法第41条第４項各号、第42条の２第２項第１号、第46条第

２項、第48条第２項、第53条第２項各号及び第54条の２第２項第１号に

規定する厚生労働大臣が定める基準により算定した額 

（２）介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号）第140条の63の２第

１項第１号イに規定する厚生労働大臣が定める基準により算定した額

（市長が当該算定した額を勘案して別に定める場合にあっては、その額）

 （新設） 

(３) 前２号に掲げるもののほか利用に要する費用として指定管理者が市

長の承認を得て定める額 

(２) 前号に掲げるもののほか利用に要する費用として指定管理者が市長

の承認を得て定める額 

３ 利用料金は、指定管理者の収入とする。 ４ 利用料金は、指定管理者の収入とする。 
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改正後 改正前 

４ 指定管理者は、あらかじめ市長が定める基準に従い、利用料金を減額し、

又は免除することができる。 

５ 指定管理者は、あらかじめ市長が定める基準に従い、利用料金を減額し、

又は免除することができる。 

（利用の制限） （利用の制限） 

第８条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、養護老人ホ

ームの利用を拒むことができる。 

第８条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、老人ホーム

の利用を拒むことができる。 

(１) 利用者が定員に達したとき。 (１) 利用者が定員に達したとき。 

(２) 利用料金を滞納したとき。 (２) 利用料金を滞納したとき。 

(３) その他管理上特に支障があると認めるとき。 (３) その他管理上特に支障があると認めるとき。 

（損害の賠償） （損害の賠償） 

第９条 養護老人ホームの施設及び設備を滅失し、又はき損した者は、市長

の指示に従いこれらを原状に回復し、又はその損害を賠償しなければなら

ない。ただし、市長がやむを得ない理由があると認めるときは、賠償額を

減額し、又は免除することができる。 

第９条 老人ホームの施設及び設備を滅失し、又はき損した者は、市長の指

示に従いこれらを原状に回復し、又はその損害を賠償しなければならない。

ただし、市長がやむを得ない理由があると認めるときは、賠償額を減額し、

又は免除することができる。 

（委任） （委任） 

第10条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 第10条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 
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